
大和市告示第６８号 

大和市家庭用ＡＥＤ購入費助成要綱を次のように定める。 

 令和２年３月３０日 

大和市長 大 木  哲   

 

大和市家庭用ＡＥＤ購入費助成要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市民が自宅において心疾患等による心停止その他重篤な状態に陥った場合に

迅速な救命処置ができるよう、家庭用ＡＥＤを購入する市民に対し、予算の範囲内においてその

費用の一部を助成することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（助成対象者） 

第２条 助成の対象となる者（以下「対象者」という。）は、次に掲げる要件を全て満たす者とす

る。 

(1) 自宅に設置する目的のために、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関

する法律（昭和３５年法律第１４５号）第３９条に規定する高度管理医療機器の販売業の許可

を受けた者が販売する非医療従事者向け自動体外式除細動器（医薬品、医療機器等の品質、有

効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第５項から第７項までの規定により厚生労働大臣

が指定する高度管理医療機器、管理医療機器及び一般医療機器（平成１６年厚生労働省告示第

２９８号）別表第１、８１８に掲げる非医療従事者向け自動除細動器に限る。）その他市長が

認める付属品（以下「ＡＥＤ等」という。）を令和２年４月１日以後に購入したこと。 

(2) 単身世帯でないこと（市長が別に定める場合を除く。）。 

(3) 第４条の規定による申請を行う日において、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に

基づく本市の住民基本台帳に記録された日から起算して１年以上経過していること。 

(4) 本人及びその属する世帯の世帯員がいずれも本市の市税等の滞納がないこと（ただし、分割

等納付を行い、又は分割納付誓約書を提出している場合を除く。）。 

(5) 本人及びその属する世帯の世帯員のうち、最も所得の多い者の市町村民税（地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税をいい、同法の規定による特別区民税を含

む。）の所得割（同法第２９２条第１項第２号に規定する所得割（ただし、この所得割を

計算する場合には、同法第３１４条の７から第３１４条の９まで、附則第５条第３項、附則

第５条の４第６項及び附則第５条の４の２第６項の規定は適用しないものとする。）をい

う。）の額が４６０，０００円未満であること。 



(6) 本人又はその属する世帯の世帯員が救命講習（応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施

要綱（平成５年３月３０日付け消防救第４１号消防庁次長通知別紙）に基づき実施される住民

に対する応急手当の普及講習又はこれに類する講習をいう。以下同じ。）を受講したことがあ

ること。 

（助成額） 

第３条 助成の額は、ＡＥＤ等の購入に要した費用に相当する額（当該ＡＥＤ等の購入に要する費

用に係る他の助成等を受けた場合にあっては、当該費用から当該助成等の額を控除して得た額）

に３分の１を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）又は

５０，０００円のいずれか低い方の額とする。 

２ 助成は、１世帯につき１回かつ１個分に限るものとする。 

（交付申請） 

第４条 助成を受けようとする者は、ＡＥＤ等を購入した日の翌日から起算して１年以内に、大和

市家庭用ＡＥＤ購入費助成金交付申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければなら

ない。 

(1) 照会同意書 

(2) ＡＥＤ等の購入に係る領収書 

(3) 申請者又はその属する世帯の世帯員が救命講習を受講したことを証する書類 

(4) その他市長が必要があると認める書類 

（交付決定等） 

第５条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査して交付の可否を決定し、

交付するときは大和市家庭用ＡＥＤ購入費助成金交付決定通知書により、交付しないときは大和

市家庭用ＡＥＤ購入費助成金不交付決定通知書により、申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、この要綱による助成事業を適正に推進するため、前項の規定による交付決定を受け

た者に対し、ＡＥＤ等を常時使用できるようにするための日常点検を実施し、消耗品の交換その

他適正な管理を行う旨の指示事項を付することができる。 

（請求及び交付） 

第６条 前条第１項の規定により交付決定の通知を受けた者は、速やかに大和市家庭用ＡＥＤ購入

費助成金交付請求書を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに助成金を交付するものとする。 

（暴力団等の排除） 

第７条 市長は、大和市暴力団排除条例（平成２３年大和市条例第４号）第８条の規定により、こ



の要綱による助成事業から暴力団を排除するため、神奈川県警察本部（警察法（昭和２９年法

律第１６２号）第４７条第１項の規定により神奈川県に置かれた警察本部をいう。）に、第４

条の規定による申請をした者が暴力団又は暴力団員（以下「暴力団等」という。）に該当するか

否かの照会を行うことができる。 

２ 市長は、前項の照会により暴力団等に該当することが判明したときは、第５条第１項の規定に

よる助成金の交付決定を行わない。 

（助成金の返還） 

第８条 市長は、偽りその他の不正の手段により助成金の交付を受け、又は受けようとした者があ

るときは、助成金の交付決定を取り消し、又は交付した助成金の全部若しくは一部を返還させる

ことができる。 

（様式） 

第９条 この要綱で使用する様式は、別表に掲げるとおりとし、その内容は別に定める。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 



別表（第１０条関係） 

様式番号 様式の名称 関係条文 

第１号様式 大和市家庭用ＡＥＤ購入費助成金交付申請書 第４条 

第２号様式 照会同意書 第４条 

第３号様式 大和市家庭用ＡＥＤ購入費助成金交付決定通知書 第５条 

第４号様式 大和市家庭用ＡＥＤ購入費助成金不交付決定通知書 第５条 

第５号様式 大和市家庭用ＡＥＤ購入費助成金交付請求書 第６条 

 


